
令和２年度 政策評価書（事前の事業評価） 
 
                   担当部局等名：防衛装備庁プロジェクト管理部事業監理官（航空機担当）             

評価実施時期：令和２年９月  
 
１ 事業名 
  次期電子情報収集機の情報収集システムの研究 
 
２ 政策体系上の位置付け 

⑴  施策名：宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力の獲得・強化 
     従来の領域における能力の強化 
     装備体系の見直し 

      技術基盤の強化 
      情報機能の強化 
⑵  関係する計画等 

名 称（年月日） 記載内容（抜粋） 
平成３１年度以降に係る防
衛計画の大綱（平成３０年 
１２月１８日国家安全保障
会議及び閣議決定） 

Ⅳ 防衛力強化に当たっての優先事項 
２ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項 
（１）宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力の獲得・強化 

領域横断作戦を実現するため、優先的な資源配分や我が国の優
れた科学技術の活用により、宇宙・サイバー・電磁波といった新
たな領域における能力を獲得・強化する。この際、新たな領域を
含む全ての領域における能力を効果的に連接する指揮統制・情報
通信能力の強化・防護を図る。 
ウ 電磁波領域における能力 

電磁波は、活用範囲や用途の拡大により、現在の戦闘様相に
おける攻防の最前線として、主要な領域の一つと認識されるよ
うになってきている。電磁波領域の優越を確保することも、領
域横断作戦の実現のために不可欠である。 

このため、情報通信能力の強化、電磁波に関する情報収集・
分析能力の強化及び情報共有態勢の構築を推進するとともに、
相手からの電磁波領域における妨害等に際して、その効果を局
限する能力等を向上させる。また、我が国に対する侵攻を企図
する相手方のレーダーや通信等を無力化するための能力を強化
する。こうした各種活動を円滑に行うため、電磁波の利用を適
切に管理・調整する機能を強化する。 

（２）従来の領域における能力の強化 
領域横断作戦の中で、宇宙・サイバー・電磁波の領域における

能力と一体となって、航空機、艦艇、ミサイル等による攻撃に効
果的に対処するための能力を強化する。 

   ア 海空海域のおける能力 
     我が国への攻撃に実効的に対応するため、海上優勢・航空優

勢を獲得・維持することが極めて重要である。 
     このため、我が国周辺海域における常続監視を広域にわたっ

て実施する態勢を強化する。（略） 
３ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項 
（２）装備体系の見直し 
   現有の装備体系を統合運用の観点も踏まえて検証し、合理的な

装備体系を構築する。その際、各自衛隊の運用に必要な能力等を
踏まえつつ、装備品のファミリー化、装備品の仕様の最適化・共
通化、各自衛隊が共通して保有する装備品の共同調達等を行うと
ともに、航空機等の種類の削減、重要度の低下した装備品の運用
停止、費用対効果の低いプロジェクトの見直しや中止等を行う。 

（３）技術基盤の強化 
軍事技術の進展を背景に戦闘様相が大きく変化する中、我が国



の優れた科学技術を活かし、政府全体として、防衛装備につなが
る技術基盤を強化することがこれまで以上に重要となっている。 

このため、新たな領域に関する技術や、人工知能等のゲーム・
チェンジャーとなり得る最先端技術を始めとする重要技術に対し
て選択と集中による重点的な投資を行うとともに、研究開発のプ
ロセスの合理化等により研究開発期間の大幅な短縮を図る。
（略） 

（６）情報機能の強化 
政策判断や部隊運用に資する情報支援を適時・適切に実施する

ため、情報機能を強化する。特に、各種事態等の兆候を早期に察
知し迅速に対応するとともに、中長期的な軍事動向等を踏まえた
各種対応を行うため、情報の収集・処理、分析・共有、保全の各
段階における機能を強化する。 

   その際、情報処理分野における技術動向にも留意しつつ、新た
な領域に係るものも含め、電波情報、画像情報、人的情報、公開
情報等に関する収集能力・態勢を強化するとともに、情報収集衛
星を運用する内閣衛星情報センター等の国内の関係機関や同盟国
等との連携を強化する。（略） 

中期防衛力整備計画(平成
３１年度～平成３５年度)
（平成３０年１２月１８日
国家安全保障会議及び閣議
決定） 

Ⅲ 自衛隊の能力等に関する主要事業 
１ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項 
（１）宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力の獲得・強化 

（ウ）電磁波領域における能力 
防衛省・自衛隊における効果的・効率的な電磁波の利用に係

る企画立案及び他府省との調整機能を強化するため、内部部局
及び統合幕僚監部にそれぞれ専門部署を新設する。 

電磁波に関する情報収集・分析能力の強化及び情報共有態勢
を構築するため、電波情報収集機や地上電波測定装置等の整
備、自動警戒管制システム（ＪＡＤＧＥ）の能力向上、防衛情
報通信基盤（ＤＩＩ）を含む各自衛隊間のシステムの連接及び 
データリンクの整備を推進する。 

我が国に対する侵攻を企図する相手方のレーダーや通信等を
無力化し得るよう、戦闘機（Ｆ－３５Ａ）及びネットワーク電
子戦装置の整備並びに戦闘機（Ｆ－１５）及び多用機（ＥＰ－
３及びＵＰ－３Ｄ）の能力向上を進めるとともに、スタンド・
オフ電子戦機、高出力の電子戦装備、高出力マイクロウェーブ
装置、電磁パルス（ＥＭＰ）弾等の導入に向けた調査や研究開
発を迅速に進める。 

 （２）従来の領域における能力の強化 
  （ア）海空領域における能力 
   （ⅲ）海上優勢の獲得・維持 
      （略） 
      このほか、指揮統制・情報通信能力の着実な向上を図る

とともに、無人水中航走体（ＵＵＶ）等の配備を行い、海
洋観測や警戒監視等に活用すべく、更なる能力向上に向け
た研究開発を推進する。 

２ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項 
（２）装備体系の見直し 

（略） 
    限られた人材を最大限有効に活用して防衛力を最大化するた

め、情報処理や部隊運用等に係る判断を始めとする各分野への人
工知能（ＡＩ）の導入、無人航空機（ＵＡＶ）の整備、無人水上
航走体（ＵＳＶ）及び無人水中航走体（ＵＵＶ）の研究開発等の
無人化の取組を積極的に推進するとともに、新型護衛艦（ＦＦ
Ｍ）や潜水艦等の設計の工夫、レーダーサイト等の各種装備品の
リモート化等による省人化の取組を積極的に推進する。 

（３）技術基盤の強化 
新たな領域に関する技術や、人工知能等のゲーム・チェンジャ

ーとなり得る最先端技術を始めとする重要技術に対して重点的な
投資を行うことで、戦略的に重要な装備・技術分野において技術



 
３ 事業の概要等 

⑴  事業の概要 
令和１３年度頃から減勢予定の多用機ＥＰ－３の後継機（次期電子情報収集機）の開発に先立

ち、我が国周辺国が使用する電磁波の質及び量の両面にわたる能力向上に対応するとともに、領
域横断作戦に必要な電磁波領域の能力強化を図るため、航空機搭載型情報収集システムに必要
な技術を確立するものである。 

⑵  総事業費（予定） 
約５０億円（研究試作経費） 

⑶ 実施期間 
令和３年度から令和６年度まで研究試作を実施する。また、令和７年度に所内試験を実施し、

その成果を検証する（所内試験のための試験研究費は別途計上する）。 

年度 

（令和） 
３ ４ ５ ６ ７ 

実
施
内
容 

     

 研究実施線表 
 

⑷ 達成すべき目標 
ア 自動検出・照合技術 

 多数の電磁波を迅速に処理するため、電磁波の特徴を数値化して自動検出する技術を確立
する。 

イ 環境適応型方探技術 
同一周波数の電磁波が過密する環境においても、合成された電磁波の特徴を数値化して方

位を割り出す技術を確立する。 

ウ マルチモーダル照合技術 
類識別の迅速性及び精度向上を実現するため、電磁波環境及び電磁波の特性に応じて、複数

の分析手法から最適な手法を選択し類識別させる技術を確立する。 
 

４ 政策効果の把握の手法 

的優越を確保し得るよう、中長期技術見積りを見直すとともに、
将来の統合運用にとって重要となり得る技術等について、戦略的
な視点から中長期的な研究開発の方向性を示す研究開発ビジョン
を新たに策定する。（略） 

 （６）情報機能の強化 
    政策判断や部隊運用に資する情報支援を適時・適切に実施し得

るよう、情報の収集・分析・共有・保全等の各段階における情報
機能を総合的に強化するための取組を推進する。 

    情報収集・分析機能については、情報収集施設の整備や能力向
上、情報収集衛星・商用衛星等の活用、滞空型無人機を含む新た
な装備品による情報収集手段の多様化等により、電波情報・画像
情報の収集態勢を強化するとともに、防衛駐在官制度の充実を始
めとする人的情報の収集態勢の強化、公開情報の収集態勢の強
化、同盟国等との協力の強化等により、新たな領域に関するもの
を含め、ニーズに十分に対応できるよう、情報収集・分析機能を
抜本的に強化する。その際、情報処理における最新の技術を積極
的活用等により、一層効果的・効率的な態勢の実現を図るととも
に、多様な情報源を融合したオールソース分析を推進する。ま
た。情報を有効に活用する観点から、情報共有のためのシステム
の効果的な整備・連接を図る。（略） 

本事業（研究試作）         所内試験         



⑴  事前事業評価時における把握手法 
本事業に当たっては、装備取得委員会に関する訓令（平成２７年省訓第３８号）第７条の規

定により置かれた技術評価部会（以下「技術評価部会」という。）において、必要性、効率
性、有効性等について評価を行い、政策効果の把握を実施した。 

⑵  事後事業評価時における把握手法 
技術的な検証については、技術評価部会において、基本設計終了時点、試作終了時点等にお

いて中間段階の技術検証を実施するとともに、試験終了時点において事後の検証を実施する。
また、行政事業レビューとも連携しつつ、本事業の進捗状況を検証した上で、目標管理型政策
評価（モニタリング含む。）を実施する。 

 
５ 政策評価の観点及び分析 

観 点 分  析 

必要性 

◆当該事業を行う必要性 
近年、科学技術の進展により我が国周辺国の艦艇等から輻射される電磁波の質及

び量の両面において、現有の能力による収集が困難となっている。また、電磁波領
域の能力強化は、領域横断作戦の実現に不可欠である。 

このため、電磁波領域の能力強化に寄与し得る航空機搭載型情報収集システムに
必要な技術を確立するための研究を実施する必要がある。 

◆当該年度から実施する必要性 
現有機である多用機ＥＰ－３の減勢予定である令和１３年度頃までに次期電子情

報収集機の情報収集システムを開発完了する必要がある。 
次期電子情報収集機の情報収集システムに必要な技術（自動検出・照合技術、環

境適応型方探技術、マルチモーダル照合技術）の確立に必要な研究試作期間、開発
試作期間及び試験期間を考慮すると、令和３年度から研究に着手する必要がある。 

◆代替手段との比較検討状況 
○諸外国の装備品の導入の可能性 

電子情報収集技術に関し、ＲＦＩ※１ により国外の同等装備品について調査を 
 行ったが、機微技術が含まれることもあり、要求性能を満足する回答は得られて 

いない。 
○現有装備品の改良・改善の可能性 

国内装備品についても、要求性能の全てを代替するシステムは存在しない。 
※１ Request for Information（情報提供依頼書） 

効率性 

〇コスト低減 
本事業において、ハードウェアについてはＣＯＴＳ品※２を採用することにより開

発経費の抑制を図っている。※２  Commercial Off The Shelf（市販品）  
〇研究期間の短縮 

過去の研究成果である情報融合技術、音響システムの信号処理技術等の活用によ
り、設計期間の短縮を図っている。 

なお、令和 6 年度に着手する予定の航空機システムの開発試作は、研究試作と一 
部並行して実施することで、情報収集システムの機体適合性及び情報収集システム
の実環境評価を早期に実施できることから、早期装備化に寄与する。 
〇ファミリー化・共通化 

本事業において構築する情報収集システムは、ファミリー化や共通化を念頭に、
オープン・アーキテクチャー化※3 や共通モジュール化※４を図っており、以後の量
産、維持段階におけるコスト抑制を考慮している。                         

※３ 製品の仕様を公開し、標準化すること 

※４ 機能単位、交換可能な構成部品（モジュール）について機能毎に作成していたものを共通化する。                               



 
６ 総合的評価 
  本事業は、電磁波領域の能力強化に関連した機能の獲得に資するものであり、現有機の減勢に

伴う後継機開発に先立ち、技術的課題を解決するために必要である。また、電子情報収集技術は、
機微性が高く、運用ニーズを満足する諸外国の装備品の導入は極めて困難であり、かつ、国内にお
ける現有装備品についても全てを代替するシステムは存在しないため、我が国が独自で研究を行
う必要がある。さらに、計画段階から後継機の配備時期を見据え、先行研究の成果やＣＯＴＳ品の
活用を図るなど、研究期間の短縮及び経費の抑制を図っており、費用対効果の面からも効率的な
事業である。 

  以上の点から本事業は運用ニーズや政策体系上の位置付けと一致し、かつ、いずれの政策評価
の観点からも妥当と評価できることから、令和３年度からの着手が適当であると判断する。 

   
７ 有識者意見 

電磁波領域における能力の獲得・強化は優先度の高い施策なので、より積極的に取り組まれる
ことを期待する。 

  他の研究成果を共有する等効率性を追求すべきである。 
  民生品の活用に当たっては、コスト面だけでなく品質面の検証も行うべきである。 
  次期電子情報収集機の開発を見据え、開発期間の短縮に努められたい。 
 
８ 政策等への反映の方向性 
  総合的評価を踏まえ、令和３年度の概算要求を実施する。 
  令和３年度概算要求額：約５０億円（後年度負担額を含む） 
 
９ その他の参考情報 
  研究概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

有効性 

〇運用への波及効果 
次期電子情報収集機の情報収集システムに求められる主要な機能を獲得すること

により、我が国の警戒監視能力及び海上作戦の遂行能力が向上する。 
〇防衛生産・技術基盤の維持・強化   

電子情報収集技術は、民生では行われていない分野であり、他国からの導入も機
微技術につき困難な状況にあって、電磁波領域の優越を確保するためには、この分
野の技術基盤の維持・強化が必要である。また、本事業を通じて成長型類識別機能
を確立することで随時に能力向上を図ることが出来る。 

費 用 
及 び 
効 果 

過去の研究成果の反映及びＣＯＴＳ品の活用等により、研究期間の短縮及び経費
の抑制を図っている。一方、研究試作の実施により、次期電子情報収集機に求めら
れる機能が獲得できるため、我が国の警戒監視能力及び海上作戦の遂行能力は向上
する。 



 


